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議第３５号

令和６年度富士宮市病院事業会計予算

（総　則）

（業務の予定量）

 (1) イ 一 般 病 床

 (2) イ 入 院

ロ 外 来

 (3) イ 入 院

ロ 外 来

 (4) イ

ロ

（収益的収入及び支出）

第１款　病 院 事 業 収 益

第１項

第２項

第３項

第４項

第１款　病 院 事 業 費 用

第１項

第２項

第３項

第４項

第５項

（資本的収入及び支出）

第１款　資　本　的　収　入

第１項

第２項

第３項

第４項

第５項

第１款　資　本　的　支　出

第１項

第２項

第３項

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

支　　　　　出

１１千円

１０千円補 助 金

収　　　　　入

その他資本的収入

出 資 金

固定資産売却代金

対し不足する額２５５,７２７千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

３８,３６２千円、過年度分損益勘定留保資金２１７,３６５千円で補塡するものとする。）。

企 業 債 １５３,２００千円

３８０床

第１条　令和６年度富士宮市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

施 設 設 備 整 備 事 業

医 療 機 器 整 備 事 業

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

病 床 数

年 間 患 者 数

１日平均患者数

主な建設改良事業

２７９,１５７千円

９８,４７７人

１３６,０８０人

２７０人

５６０人

５９,５５４千円

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

５,０００千円

１０,８７７,１１８千円

保 育 所 運 営 費

特 別 損 失

３１千円

医 業 収 益

１,５４９,７１７千円

３,１８０千円

特 別 利 益

９,３２４,１９０千円

保 育 所 収 益

予 備 費

１１,７１６,５１６千円

１１,３６８,６０５千円

２９１,９３１千円

３５,８３０千円

収　　　　　入

医 業 費 用

支　　　　　出

医 業 外 収 益

医 業 外 費 用

１５,９６０千円

１５,１５０千円

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

投 資

３８４,３０２千円

２３１,０７１千円

６４０,０２９千円

１９７,１４０千円

１０千円

４２６,９２９千円
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（企業債）

起債の方法

証書借入

（一時借入金）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

 (1) 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における、医業費用及び医業外費用の間の

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

 (1) 職員給与費

イ　医業費用給与費

ロ　保育所運営費給与費

 (2) 交際費

（他会計からの補助金）

 (1)

 (2)

 (3)

 (4)

（棚卸資産購入限度額）

（重要な資産の取得）

1 式

1 式

1 式

令和６年２月８日　提出

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

５,９４１,９９０千円

５,９０９,２２８千円

３２,７６２千円

第10条　棚卸資産の購入限度額は、２,４７２,９３７千円と定める。

数　　量

研究研修費補助金

医療機器整備
事業

153,200千円

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

６７２千円

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

3.0％以内
ただし、利率見直し方
式で借り入れる資金に
ついて、利率の見直し
を行った後において
は、当該見直し後の利
率

借入先の融資条件に
従う。
ただし、企業財政の
都合により据置期間
を短縮し、若しくは
繰上償還又は低利に
借り換えすることが
できる。

第６条　一時借入金の限度額は、６００，０００千円と定める。

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

　 流用

利　　　率 償還の方法起債の目的 限　度　額

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　　静岡県富士宮市長　須 藤 秀 忠

２・３階照明器具ＬＥＤ化

共済組合追加費用等補助金

医師確保対策補助金

院内保育所運営費補助金

１０,３９８千円

１８１,５３１千円

３１４,３０６千円

２７,３２３千円

３Ｂ病棟浴室・トイレ改修

第11条　重要な資産の取得は、次のとおりとする。

建物附属設備

医療機器 磁気共鳴断層撮影装置

種　　類 名　　称

建物附属設備
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予定額(千円) 備　　考

1 病院事業収益 10,877,118

1 医 業 収 益 9,324,190

1 入 院 収 益 5,632,885 入院患者診療収入

2 外 来 収 益 3,538,080 外来患者診療収入

3 その他医業収益 153,225
室料差額収益・公衆衛生活動収益・医療
相談収益等

2 医 業 外 収 益 1,549,717

1 受取利息配当金 10

2 他 会 計 負 担 金 935,371 救急医療負担金等

3 他 会 計 補 助 金 533,558 研究研修費補助金等

4 補 助 金 6,356 国庫(県)補助金

5 負 担 金 交 付 金 10

6 長期前受金戻入 21,977 補助金等長期前受金戻入

7 その他医業外収益 52,435 駐車場・医師住宅使用料等

3 保 育 所 収 益 3,180

1 保 育 料 3,180 院内保育所保育料等

4 特 別 利 益 31

1 固定資産売却益 11

2 過年度損益修正益 10

3 その他特別利益 10

予定額(千円) 備　　考

1 病院事業費用 11,716,516

1 医 業 費 用 11,368,605

1 給 与 費 5,930,358 職員給与費及び会計年度任用職員報酬等

2 材 料 費 3,084,598 薬品費及び診療材料費等

3 経 費 1,730,296 事業運営に要する費用

4 減 価 償 却 費 574,410 固定資産減価償却費

5 資 産 減 耗 費 18,489 固定資産除却費及び棚卸資産減耗費

6 研 究 研 修 費 30,454 医師等研究研修費

2 医 業 外 費 用 291,931

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

5,308 企業債支払利息等

2 寄 附 金 16,000

3 雑 支 出 263,075 貯蔵品購入に係る控除対象外消費税等

4 消 費 税 7,548

35,830

1 給 与 費 32,762 職員給与費及び会計年度任用職員報酬等

2 材 料 費 1,066 保育園児給食用材料費

3 経 費 2,002 保育所運営に要する費用

4 特 別 損 失 15,150

1 固定資産売却損 10

2 過年度損益修正損 10

3 その他特別損失 15,130 看護学生修学資金返還債務免除額等

5 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000

3 保育所運営費

項 目

項 目款

令和６年度　富士宮市病院事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

支　　　出

款
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予定額(千円) 備　　考

1 資 本 的 収 入 384,302

1 出 資 金 231,071

1 他 会 計 出 資 金 231,071 企業債償還元金出資金等

2 企 業 債 153,200

1 企 業 債 153,200 医療機器整備事業

3 固定資産売却代金 11

1 固定資産売却代金 11

4 補 助 金 10

1 補 助 金 10 国庫(県)補助金

5 その他資本的収入 10

1 寄 附 金 10

予定額(千円) 備　　考

1 資 本 的 支 出 640,029

1 建 設 改 良 費 426,929

1 建 設 改 良 費 59,554 施設設備整備事業

2 資 産 購 入 費 367,375 医療機器整備事業等

2 企 業 債 償 還 金 197,140

1 企 業 債 償 還 金 197,140

3 投 資 15,960

1 そ の 他 投 資 15,960 看護学生等修学資金貸与

項 目

項 目款

款

収　　　入

資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出
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令和６年度 富士宮市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

(単位　円）

１

当 年 度 純 損 失 △ 843,412,061

減 価 償 却 費 574,410,000

引 当 金 の 増 減 額 ( △ は 減 少 ) 135,292,347

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 21,977,000

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 10,000

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 5,259,182

有 形 固 定 資 産 除 却 費 14,709,000

未 収 金 の 増 減 額 ( △ は 増 加 ) △ 30,925,761

未 払 金 の 増 減 額 ( △ は 減 少 ) 5,253,657

棚 卸 資 産 の 増 減 額 ( △ は 増 加 ) △ 265,547

そ の 他 の 増 減 額 15,120,000

小 計 △ 146,546,183

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 10,000

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 5,259,182

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 151,795,365

２

有形固定資産の取得による支出 △ 383,619,092

有形固定資産の売却による収入 20,000

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入 10,000

寄 附 金 に よ る 収 入 10,000

そ の 他 投 資 活 動 に よ る 支 出 △ 15,960,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 399,539,092

３

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債 に よ る 収 入 153,200,000

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 197,140,000

リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出 △ 4,948,000

他 会 計 か ら の 出 資 に よ る 収 入 231,071,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 182,183,000

△ 369,151,457

1,737,786,243

1,368,634,786

業務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

資 金 期 末 残 高

資 金 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ）

資 金 期 首 残 高

投資活動によるキャッシュ・フロー
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１　総　括

（単位 千円）

職員数(人) 給        与        費

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計

663 653,558 2,036,289 2,411,550 5,101,397 840,593 5,941,990

665 599,848 2,026,787 2,307,487 4,934,122 798,685 5,732,807

△ 2 53,710 9,502 104,063 167,275 41,908 209,183

（単位 千円）

区　分 地域手当 住居手当
単 身 赴 任
手 当

通勤手当
特 殊 勤 務
手 当

時間外勤務
手 当

本年度 115,627 37,151 4,752 41,923 505,891 272,184

前年度 116,558 35,038 4,752 40,723 516,669 272,060

比　較 △ 931 2,113 0 1,200 △ 10,778 124

（単位 千円）

区　分
夜 間 勤 務
手 当

管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職給付費

本年度 34,800 22,206 544,474 446,474 250,000

前年度 34,800 21,156 516,266 366,753 250,000

比　較 0 1,050 28,208 79,721 0

手
当
の
内
訳

(

２

)

宿日直手当

43,873

44,293

△ 420

給  与  費  明  細  書

前 年 度

比 較

3,776

合 計

手
当
の
内
訳

(

１

)

扶養手当

92,195

88,419

法定福利費区 分

本 年 度
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　(1)　会計年度任用職員以外の職員

（単位 千円）

職員数(人) 給        与        費

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計

519 301,671 2,036,289 2,292,121 4,630,081 759,389 5,389,470

518 266,321 2,026,787 2,243,437 4,536,545 733,951 5,270,496

1 35,350 9,502 48,684 93,536 25,438 118,974

（単位 千円）

区　分 地域手当 住居手当
単 身 赴 任
手 当

通勤手当
特 殊 勤 務
手 当

時間外勤務
手 当

本年度 115,627 37,151 4,752 41,923 505,891 272,184

前年度 116,558 35,038 4,752 40,723 516,669 272,060

比　較 △ 931 2,113 0 1,200 △ 10,778 124

（単位 千円）

区　分
夜 間 勤 務
手 当

管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職給付費

本年度 34,800 22,206 479,331 392,188 250,000

前年度 34,800 21,156 452,216 366,753 250,000

比　較 0 1,050 27,115 25,435 0

手
当
の
内
訳

(

１

)

扶養手当

43,873

44,293

△ 420

法定福利費 合 計

本 年 度

前 年 度

比 較

区 分

手
当
の
内
訳

(

２

)

宿日直手当

92,195

88,419

3,776
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　(2)　会計年度任用職員

（単位 千円）

職員数(人) 給        与        費

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計

144 351,887 119,429 471,316 81,204 552,520

147 333,527 64,050 397,577 64,734 462,311

△ 3 18,360 55,379 73,739 16,470 90,209

（単位 千円）

区　分 地域手当 住居手当
単 身 赴 任
手 当

通勤手当
特 殊 勤 務
手 当

時間外勤務
手 当

本年度

前年度

比　較

（単位 千円）

区　分
夜 間 勤 務
手 当

管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職給付費

本年度 65,143 54,286

前年度 64,050 0

比　較 1,093 54,286

２　給料及び手当の増減額の明細

(単位 千円）

給与改定に
伴う増減分

20,279

昇給に伴う
増加分

23,448 平均昇給率 1.3% 対象職員数 471人

本年度 519人
前年度 518人
増　減 1人

期末手当 9,506

勤勉手当 9,292

4,020

54,286

その他

本 年 度

前 年 度

比 較

77,104

26,959

会計年度任用職員勤勉手当

会計年度任用職員期末手当

手
当
の
内
訳

(

２

)

手 当 104,063

その他の
増減分

△ 34,225

職員数

備　　　考増減事由別内訳 説      明

職員の変動等による増減

制度改正に
伴う増減分

区 分 増 減 額

給 料 9,502

区 分

手
当
の
内
訳

(

１

)

扶養手当

宿日直手当

その他の
増減分

法定福利費 合 計
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３　給料及び手当の状況

　(1)　職員1人当たり給与

(単位 　円）

一般行政職 技能労務職 医師職 医療技術職 看護師職

320,997 456,846 307,935 306,432

395,540 1,230,779 391,486 409,860

42歳5月 40歳5月 39歳5月 39歳6月

313,438 455,852 309,906 307,557

394,927 1,205,655 398,812 421,694

41歳5月 40歳5月 40歳5月 39歳5月

　(2)　初任給  

(単位 　円）

技能労務職 医師職 薬剤師職 医療技術職 助産師職 看護師職

166,600

208,800 234,800

213,800 243,100 239,800

225,500 219,700 248,400 245,700

346,600 242,200

(単位 　円）

技能労務職

166,600

区        分

令和6年1月1日現在

令和5年1月1日現在

平均給料月額

区 分

高 校 卒

短 大 ２ 卒

短 大 ３ 卒

大 学 卒

170,900

202,400

平均給与月額

平 均 年 齢

平均給料月額

平均給与月額

平 均 年 齢

一般行政職

大 学 卒

170,900

202,400

大 学 ６ 卒

高 校 卒

短 大 ２ 卒

短 大 ３ 卒

213,200

区 分
一般会計の制度

一般行政職
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　(3)　級別職員数

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比
(人) (%) (人) (%) (人) (%) (人) (%) (人) (%)

8級 1 3.4

7級 2 6.9 7級 2 1.9 7級 1 0.3

6 6級 4 13.8 6級 13 12.1 6級 15 4.9

5級 5 17.2 5級 1 1.4 5級 23 21.5 5級 33 10.8

4級 2 6.9 4級 4 5.7 4級 17 15.9 4級 93 30.5

3級 9 31.0 3級 39 55.7 3級 27 25.2 3級 49 16.1

2級 5 17.2 2級 26 37.1 2級 25 23.4 2級 114 37.4

1級 1 3.4 1級 1級 1級

計 29 100.0 計 計 70 100.0 計 107 100.0 計 305 100.0

8級 1 3.4

7級 2 6.9 7級 2 1.8 7級 1 0.3

5 6級 4 13.8 6級 17 15.5 6級 15 5.0

5級 4 13.8 5級 1 1.4 5級 18 16.4 5級 31 10.2

4級 3 10.3 4級 3 4.2 4級 18 16.4 4級 99 32.7

3級 6 20.7 3級 40 56.3 3級 27 24.5 3級 49 16.2

2級 7 24.1 2級 27 38.0 2級 28 25.5 2級 108 35.6

1級 2 6.9 1級 1級 1級

計 29 100.0 計 計 71 100.0 計 110 100.0 計 303 100.0

　(級別の基準となる職務）

８級 ７級 ５級 １級

部　長
参　事

課　長
参　事

係　　長
主任主査

事務員
技術員

技師補
調理師

５級 １級

係長
上席主任
主　任

前各級
に掲げ
るもの
以外の
職務

主　任 准看護師

助産師・看護師
相当の知識及び経験
を必要とする准看護
師

３級

２級

主　事
技　師

相当の知識及び経験
を必要とする技師
補・調理師

１級

医療業務を行う職務

副主任

副主任
高度の知識及
び経験を必要
とする助産
師・看護師
特に高度の知
識及び経験を
必要とする准
看護師

３級

主　査

高度の知識及び経験
を必要とする技師
補・調理師

２級
相当高度の知識経験に
基づき困難な医療業務
を行う職務

３級

相当の知識及び経験
を必要とする助産
師・看護師
高度の知識及び経験
を必要とする准看護
師

２級

医師職

一般行政職
室　長
主　幹

医療技術職
科　長
主　幹

区 分 ５級 ４級

院　長
副院長

診療部長
室　長

７級
相当の知識及び経験
を必要とする薬剤
師・診療放射線技
師・臨床検査技師・
臨床工学技士・理学
療法士・作業療法
士・視能訓練士・言
語聴覚士・管理栄養
士及び栄養士

薬剤師・診療放射線
技師・臨床検査技
師・臨床工学技士・
理学療法士・作業療
法士・視能訓練士・
言語聴覚士・管理栄
養士及び栄養士

特に高度の
知識及び経
験を必要と
する主査
特に高度の知
識及び経験を
必要とする技
師補・調理師

看護師職
副看護部長
看護師長

薬剤部長
診療技術部長

年

1

月

1

日

現

在

級

区 分

技能労務職

６級

区 分 ６級

看護部長

４級

科　長
医　長

４級

級 級

令
和

年

1

月

1

日

現

在

令
和

区
　
分 級 級

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 医  師  職 医 療 技 術 職 看 護 師 職
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　(4)　特殊勤務手当

全 職 種 一般行政職 技能労務職 医 師 職 医療技術職 看護師職

25.97 1.70 95.02 3.11 12.83

95.30 100.00 100.00 97.20 93.11

89,454 5,466 434,110 9,891 42,215

医務手当、
病棟等勤務
手当

病棟等勤務
手当

病棟等勤務
手当

医務手当 薬剤業務手
当、病原体
検査手当、
放射線作業
手当

病棟等勤務
手当、夜間
看護手当

　(5)　期末勤勉手当の支給率

6月（月分） 12月（月分）

(1.175) (1.175) (2.35)
2.25 2.25 4.5

(1.15) (1.15) (2.30)
2.20 2.20 4.4

同　上 同　上 同　上

　(  )内は再任用職員の支給率

　(6)　地域手当

　(7)　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20 年 勤 続
の 者 (月 分 )

25 年 勤 続
の 者 (月 分 )

35 年 勤 続
の 者 (月 分 )

最 高 限 度
( 月 分 )

備　考

応募認定
退　　職

24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年退職 24.586875 33.27075 47.709 47.709

同　上 同　上 同　上 同　上

　(8)　その他の手当

級 等 に よ る 加 算 措 置

支 給 対 象 地 域 全        域

支　　給　　率　　（％） 3（医療職給料表(1)適用者は16）

通 勤 手 当 同　　　　じ

扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 同　　　　じ

区 分

給料総額に対する比率（％）

一般会計の制度
（ 支 給 率 等 ）

同　　上

定年前早期退職者特例措
置（3～45％加算）

制度なし

前　　年　　度 有

支 給 対 象 人 員 （人） 519

一般会計の制度（支給率）（％） 同　上

一般会計の制度 同　上

職制上の段階、職務の

支給対象職員の比率（％）
（ 令 和 6 年 1 月 1 日 現 在 ）

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の異 同 差　異　の　内　容

代表的な特殊勤務手当の名称

支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り
平 均 支 給 月 額 （ 円 ）

区 分 その他の加算措置等

支給率等

区　　　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計

(月分)
備　　　考

本　　年　　度 有
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（単位　円）

１　固　定　資　産

　(1)

イ 土 地 1,838,984,417

ロ 建 物 8,680,619,226

減価償却累計額 △ 5,379,788,039 3,300,831,187

ハ 構 築 物 239,936,033

減価償却累計額 △ 195,790,045 44,145,988

ニ 器 械 備 品 6,571,774,159

減価償却累計額 △ 5,011,930,776 1,559,843,383

ホ 車 両 9,967,455

減価償却累計額 △ 9,376,894 590,561

ヘ リ ー ス 資 産 23,000,000

減価償却累計額 △ 8,280,000 14,720,000

6,759,115,536

　(2)

イ 電 話 加 入 権 2,651,965

2,651,965

　(3)

イ そ の 他 投 資 132,120,000

132,120,000

6,893,887,501

２　流　動　資　産

　(1) 1,368,634,786

　(2) 1,457,726,750

△ 1,339,203 1,456,387,547

　(3) 36,324,737

　(4) 3,031,110

　(5)

イ 保 管 有 価 証 券 1,000,000

ロ その他流動資産 5,273,344

6,273,344

2,870,651,524

9,764,539,025資 産 合 計

その他流動資産合計

流 動 資 産 合 計

そ の 他 流 動 資 産

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 金

現 金 預 金

無形固定資産合計

投 資

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

令和６年度 富士宮市病院事業予定貸借対照表

（令和7年3月31日）

資　産　の　部
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（単位　円）

３　固　定　負　債

　(1) 1,347,531,923

　(2) 8,888,346

　(3)

イ 退職給付引当金 563,702,976

563,702,976

1,920,123,245

４　流　動　負　債

　(1) 178,954,091

　(2) 5,109,207

　(3) 718,386,731

　(4) 54,736,691

　(5)

イ 賞 与 引 当 金 263,875,000

ロ 法定福利費引当金 47,922,000

311,797,000

　(6)

イ 預り保管有価証券 1,000,000

ロ 預 り 担 保 金 1,450,000

2,450,000

1,271,433,720

５　繰　延　収　益

　(1) 383,715,257

　(2) △ 247,030,331

136,684,926

3,328,241,891

６　資　本　金 12,048,933,828

７　剰　余　金

　(1)

イ 国庫（県）補助金 43,565,018

ロ 受贈財産評価額 267,646,692

ハ 寄 附 金 2,500,000

313,711,710

　(2)

イ 当年度未処理欠損金 △ 5,926,348,404

△ 5,926,348,404
△ 5,612,636,694

6,436,297,134

9,764,539,025

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

資　本　の　部

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

負 債 合 計

その他流動負債合計

引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

預 り 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

負　債　の　部

企 業 債

引 当 金

リ ー ス 債 務

リ ー ス 債 務

- 病院 14 -



（単位  円）

１　医　業　収　益

　(1) 入 院 収 益 5,545,986,700

　(2) 外 来 収 益 3,446,772,900

　(3) そ の 他 医 業 収 益 142,943,092 9,135,702,692

２　医　業　費　用

　(1) 給 与 費 5,754,212,093

　(2) 材 料 費 3,022,839,475

　(3) 経 費 1,445,641,439

　(4) 減 価 償 却 費 580,673,000

　(5) 資 産 減 耗 費 18,825,000

　(6) 研 究 研 修 費 29,056,884 10,851,247,891

1,715,545,199

３　医　業　外　収　益

　(1) 受 取 利 息 配 当 金 0

　(2) 他 会 計 負 担 金 991,380,000

　(3) 他 会 計 補 助 金 521,155,000

　(4) 補 助 金 177,658,000

　(5) 負 担 金 交 付 金 15,200,000

　(6) 長 期 前 受 金 戻 入 22,000,000

　(7) その他医業外収益 46,872,496 1,774,265,496

４　保　育　所　収　益

　(1) 保 育 料 2,896,365 2,896,365

５　医　業　外　費　用

　(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

4,684,910

　(2) 寄 附 金 16,000,000

　(3) 雑 支 出 474,799,157 495,484,067

６　保　育　所　運　営　費

　(1) 給 与 費 29,625,000

　(2) 材 料 費 919,445

　(3) 経 費 1,826,729 32,371,174 1,249,306,620

466,238,579

７　特　別　利　益

　(1) 固 定 資 産 売 却 益 0

　(2) 過年度損益修正益 0

　(3) そ の 他 特 別 利 益 0 0

８　特　別　損　失

　(1) 固 定 資 産 売 却 損 0

　(2) 過年度損益修正損 0

　(3) そ の 他 特 別 損 失 7,920,000 7,920,000 △ 7,920,000

  474,158,579

 4,608,777,764

   5,082,936,343

令和５年度　富士宮市病院事業予定損益計算書

医 業 損 失

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

当年度未処理欠損金

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 純 損 失

経 常 損 失

（単位 円）
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（単位　円）

１　固　定　資　産

　(1)

イ 土 地 1,838,984,417

ロ 建 物 8,626,479,226

減価償却累計額 △ 5,219,908,039 3,406,571,187

ハ 構 築 物 239,936,033

減価償却累計額 △ 189,351,045 50,584,988

ニ 器 械 備 品 6,536,495,067

減価償却累計額 △ 4,887,655,776 1,648,839,291

ホ 車 両 9,967,455

減価償却累計額 △ 9,171,894 795,561

ヘ リ ー ス 資 産 23,000,000

減価償却累計額 △ 4,140,000 18,860,000

6,964,635,444

　(2)

イ 電 話 加 入 権 2,651,965

2,651,965

　(3)

イ そ の 他 投 資 131,280,000

131,280,000

7,098,567,409

２　流　動　資　産

　(1) 1,737,786,243

　(2) 1,426,800,989

△ 1,332,658 1,425,468,331

　(3) 36,059,190

　(4) 3,031,110

　(5)

イ 保 管 有 価 証 券 1,000,000

ロ その他流動資産 5,273,344

6,273,344

3,208,618,218

10,307,185,627

前 払 金

その他流動資産合計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

現 金 預 金

投 資 合 計

貯 蔵 品

無形固定資産合計

未 収 金

そ の 他 流 動 資 産

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

令和５年度 富士宮市病院事業予定貸借対照表

（令和6年3月31日）

資　産　の　部

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

有形固定資産合計

投 資
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（単位　円）

３　固　定　負　債

　(1) 1,373,286,427

　(2) 13,997,872

　(3)

イ 退職給付引当金 438,670,174

438,670,174

1,825,954,473

４　流　動　負　債

　(1) 197,139,587

　(2) 4,947,681

　(3) 713,133,074

　(4) 54,736,691

　(5)

イ 賞 与 引 当 金 251,950,000

ロ 法定福利費引当金 49,594,000

301,544,000

　(6)

イ 預り保管有価証券 1,000,000

ロ 預 り 担 保 金 1,450,000

2,450,000

1,273,951,033

５　繰　延　収　益

　(1) 383,695,257

　(2) △ 225,053,331

158,641,926

3,258,547,432

６　資　本　金 11,817,862,828

７　剰　余　金

　(1)

イ 国庫（県）補助金 43,565,018

ロ 受贈財産評価額 267,646,692

ハ 寄 附 金 2,500,000

313,711,710

　(2)

イ 当年度未処理欠損金 △ 5,082,936,343

△ 5,082,936,343
△ 4,769,224,633

7,048,638,195

10,307,185,627

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

引 当 金 合 計

引 当 金

引 当 金

固 定 負 債 合 計

負　債　の　部

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

その他流動負債合計

引 当 金 合 計

企 業 債

預 り 金

資　本　の　部

資 本 剰 余 金

企 業 債

負 債 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

リ ー ス 債 務

リ ー ス 債 務

負 債 資 本 合 計

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額
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（収  入）

款 項 目 本年度 前年度 比  較

1 病院事業収益 10,877,118 10,742,724 134,394

1 医業収益 9,324,190 9,149,172 175,018

1 入院収益 5,632,885 5,549,292 83,593

2 外来収益 3,538,080 3,448,170 89,910

3 その他医業収益 153,225 151,710 1,515

2 医業外収益 1,549,717 1,590,335 △ 40,618

1 受取利息配当金 10 10 0

2 他会計負担金 935,371 991,380 △ 56,009

3 他会計補助金 533,558 521,155 12,403

4 補助金 6,356 7,193 △ 837

5 負担金交付金 10 10 0

6 長期前受金戻入 21,977 22,000 △ 23

7 その他医業外収益 52,435 48,587 3,848

3 保育所収益 3,180 3,186 △ 6

1 保育料 3,180 3,186 △ 6

4 特別利益 31 31 0

1 固定資産売却益 11 11 0

2 過年度損益修正益 10 10 0

3 その他特別利益 10 10 0

令和６年度 富士宮市病院事業会計予算説明書
収 益 的 収 入 及 び 支 出
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（単位 千円）

節 金  額 説        明

1 入院収益 5,632,885 延べ患者数 98,477人

1日平均患者数 270人

1人1日平均診療単価 57,200円

病床稼働率 71%

1 外来収益 3,538,080 延べ患者数 136,080人

1日平均患者数 560人

1人1日平均診療単価 26,000円

1 室料差額収益 35,633 個室使用に係る料金

2 公衆衛生活動収益 35,061 予防接種等に係る料金

3 医療相談収益 52,551 検診実施に係る料金

4 その他医業収益 29,980 文書料、院内検査手数料

1 預金利息 10

1 他会計負担金 935,371

救急医療負担金 286,978 救急医療の確保に要する経費 286,978

保健衛生行政事務負担金 40,187 保健衛生行政事務に要する経費 40,187

高度医療負担金 605,956 高度医療に要する経費 605,956

企業債利息負担金 2,250 企業債利息負担金 2,250

1 他会計補助金 533,558

研究研修費補助金 10,398 研究研修費補助金 10,398

共済組合追加費用等補助金 181,531 共済組合追加費用等補助金 181,531

医師確保対策補助金 314,306 医師確保対策に要する経費 314,306

院内保育所運営費補助金 27,323 院内保育所の運営に要する経費 27,323

1 補助金 6,356 国庫(県)補助金

1 負担金交付金 10

1 長期前受金戻入 21,977 補助金等長期前受金戻入

1 不用品売却収益 387 古紙売却収益ほか

2 その他医業外収益 52,048

使用料 8,729 施設等使用料 8,729

受託料 12,385 受託料 12,385

医師住宅使用料 22,800 医師住宅使用料 22,800

雑収入 8,134 雑収入 8,134

1 保育料 3,150 院内保育所保育料

2 入所料 30 院内保育所入所料

1 固定資産売却益 11

1 過年度損益修正益 10

1 その他特別利益 10
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（支  出）

款 項 目 本年度 前年度 比  較

1 病院事業費用 11,716,516 11,454,825 261,691

1 医業費用 11,368,605 11,118,398 250,207

1 給与費 5,930,358 5,726,967 203,391
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（単位 千円）

節 金  額 説      明

1 医師給 388,534 人件費（医師） 1,299,444

2 看護師給 1,124,683 医師給 388,534

3 医療技術員給 408,778 扶養手当 9,348

4 事務員給 99,915 地域手当 64,671

5 労務員給 10,534 住居手当 1,428

6 医師手当 747,082 単身赴任手当 4,752

扶養手当 9,348 通勤手当 2,488

地域手当 64,671 特殊勤務手当 331,589

住居手当 1,428 時間外勤務手当 115,000

単身赴任手当 4,752 夜間勤務手当 800

通勤手当 2,488 宿日直手当 77,175

特殊勤務手当 331,589 管理職手当 6,308

時間外勤務手当 115,000 期末手当 73,408

夜間勤務手当 800 勤勉手当 60,115

宿日直手当 77,175 市町村職員共済組合負担金 163,828

管理職手当 6,308 人件費（看護師） 2,223,042

期末手当 73,408 看護師給 1,124,683

勤勉手当 60,115 扶養手当 22,576

7 看護師手当 739,145 地域手当 34,689

扶養手当 22,576 住居手当 22,263

地域手当 34,689 通勤手当 27,211

住居手当 22,263 特殊勤務手当 159,328

通勤手当 27,211 時間外勤務手当 92,000

特殊勤務手当 159,328 夜間勤務手当 34,000

時間外勤務手当 92,000 宿日直手当 3,700

夜間勤務手当 34,000 管理職手当 9,032

宿日直手当 3,700 期末手当 175,872

管理職手当 9,032 勤勉手当 143,754

期末手当 175,872 市町村職員共済組合負担金 373,934

勤勉手当 143,754 人件費（医療技術員） 782,554

児童手当 14,720 医療技術員給 408,778

8 医療技術員手当 246,309 扶養手当 9,687

扶養手当 9,687 地域手当 12,686

地域手当 12,686 住居手当 9,800

住居手当 9,800 通勤手当 10,000

通勤手当 10,000 特殊勤務手当 13,072

特殊勤務手当 13,072 時間外勤務手当 50,000

時間外勤務手当 50,000 宿日直手当 11,000

宿日直手当 11,000 管理職手当 4,107

管理職手当 4,107 期末手当 66,374

期末手当 66,374 勤勉手当 54,338

勤勉手当 54,338 市町村職員共済組合負担金 132,712

児童手当 5,245 人件費（一般職） 186,285

9 事務員手当 55,759 事務員給 99,915

扶養手当 1,566 扶養手当 1,566

地域手当 3,128 地域手当 3,128

住居手当 3,324 住居手当 3,324

通勤手当 2,070 通勤手当 2,070

特殊勤務手当 1,500 特殊勤務手当 1,500

- 病院 21 -



（支  出）

款 項 目 本年度 前年度 比  較

2 材料費 3,084,598 3,154,813 △ 70,215

3 経費 1,730,296 1,605,811 124,485
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（単位 千円）

節 金  額 説      明

時間外勤務手当 11,000 時間外勤務手当 11,000

管理職手当 2,759 管理職手当 2,759

期末手当 16,250 期末手当 16,250

勤勉手当 13,402 勤勉手当 13,402

児童手当 760 市町村職員共済組合負担金 31,371

10 労務員手当 9,563 人件費（労務員） 23,321

扶養手当 696 労務員給 10,534

地域手当 337 扶養手当 696

住居手当 336 地域手当 337

通勤手当 77 住居手当 336

特殊勤務手当 342 通勤手当 77

時間外勤務手当 4,000 特殊勤務手当 342

宿日直手当 320 時間外勤務手当 4,000

期末手当 1,708 宿日直手当 320

勤勉手当 1,342 期末手当 1,708

児童手当 405 勤勉手当 1,342

11 会計年度任用職員手当 113,665 市町村職員共済組合負担金 3,629

期末手当 61,999 人件費（会計年度任用職員） 526,788

勤勉手当 51,666 会計年度任用職員報酬 335,303

12 賞与引当金繰入額 263,364 期末手当 61,999

13 報酬 636,974 勤勉手当 51,666

会計年度任用職員報酬 335,303 社会保険料 51,767

派遣医師報酬 301,671 市町村職員共済組合負担金 26,053

14 法定福利費 788,227 人件費（派遣医師） 301,671

15 法定福利費引当金繰入額 47,826 賞与引当金繰入額 263,364

16 退職給付費 250,000 地方公務員災害補償基金負担金 4,933

法定福利費引当金繰入額 47,826

児童手当 21,130

退職給付費 250,000

1 薬品費 2,088,112 貯蔵品出庫額 2,244,004

2 診療材料費 982,931 貯蔵薬品出庫額 2,088,112

貯蔵品出庫額 155,892 貯蔵診療材料出庫額 155,892

診療用消耗品費 827,039 直購入 840,594

3 給食材料費 947 診療用消耗品費 827,039

4 医療消耗備品費 12,608 患者用給食材料費 947

医療器具費 11,537 医療器具費 11,537

給食調理器具費 1,071 給食調理器具費 1,071

1 厚生福利費 11,875 一般諸経費 1,721,513

院内感染対策費 7,347 院内感染対策費 7,347

健康診断料等 4,528 職員健康診断料等 4,528

2 報償費 335 委員等報償費 335

3 旅費交通費 39,179 一般旅費 2,156

一般旅費 2,156 赴任旅費 2,356

赴任旅費 2,356 派遣医師旅費 23,009

派遣医師旅費 23,009 会計年度任用職員通勤手当 11,658

会計年度任用職員通勤手当 11,658 職員被服費 5,219

4 職員被服費 5,219 消耗品費 52,689

5 消耗品費 52,689 消耗備品費 4,917

6 消耗備品費 4,917 電気料金 118,800

7 光熱水費 219,186 ガス料金 89,100

8 燃料費 794 上下水道使用料 11,286
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（支  出）

款 項 目 本年度 前年度 比  較
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（単位 千円）

節 金  額 説      明

9 食糧費 164 公用車等燃料代 794

10 印刷製本費 6,562 食糧費 164

11 修繕費 112,420 印刷製本費 6,562

12 保険料 16,407 修繕費 112,420

13 賃借料 142,230 病院賠償責任保険料 8,370

施設借上料 40,167 産科医療補償制度掛金 5,760

医療用品借上料 9,655 病院建物損害保険料 782

医療機器等借上料 82,784 公用車任意保険料 122

事務機器等借上料 9,624 公用車自賠責保険料 53

14 通信運搬費 12,273 サイバー保険料 1,320

15 委託料 1,018,121 医師住宅ほか施設借上料 40,167

医療機器及び設備保守業務委託料 238,799 寝具ほか医療用品借上料 9,655

施設及び備品保守業務委託料 77,113 医療機器等借上料 82,784

事務的業務委託料 501,868 事務機器等借上料 9,624

その他業務委託料 200,341 電話料金及びインターネット回線使用料 8,939

16 諸会費 8,783 郵便料金 2,463

諸会費 4,287 宅配料金 871

負担金 4,496 医療機器及び設備保守業務委託料 238,799

17 手数料 77,019 施設及び備品保守業務委託料 77,113

18 公課費 154 総合医事業務委託料 225,836

19 交際費 672 総合管理業務委託料 29,260

20 貸倒引当金繰入額 1,009 寝具類及び白衣配送回収等業務委託料 22,836

21 雑費 288 給食業務委託料 168,960

院内清掃業務委託料 45,965

その他事務的業務委託料 9,011

臨床検査業務委託料 48,350

放射線被爆量測定業務等委託料 1,486

物流管理業務委託料 9,900

駐車場管理業務委託料 11,045

寝具類洗濯業務委託料 20,460

職員白衣等洗濯業務委託料 26,752

病院情報システム改修業務等委託料 2,200

施設長寿命化計画設計業務委託料 22,800

医療環境あり方検討業務委託料 16,500

その他業務委託料 11,228

夜間看護補助者派遣業務委託料 29,620

診療用検査手数料 579

医療関係申請手数料 875

施設設備等法定点検手数料 9,836

機器点検等手数料 3,302

公用車点検手数料 803

事務代行手数料 39,097

廃棄物処理手数料 17,168

その他手数料 5,307

献体火葬手数料 52

公用車重量税、印紙代 154

交際費 672

貸倒引当金繰入額 1,009

雑費 288

各種団体会費等負担金 8,783

医師会ほか各種団体会費 4,287

各種分析事業等参加負担金 210
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（支  出）

款 項 目 本年度 前年度 比  較

4 減価償却費 574,410 580,673 △ 6,263

5 資産減耗費 18,489 18,825 △ 336

6 研究研修費 30,454 31,309 △ 855

2 医業外費用 291,931 292,681 △ 750

1 支払利息及び 5,308 4,476 832

企業債取扱諸費

2 寄附金 16,000 16,000 0

3 雑支出 263,075 264,177 △ 1,102

4 消費税 7,548 8,028 △ 480

3 保育所運営費 35,830 30,796 5,034

1 給与費 32,762 27,800 4,962
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（単位 千円）

節 金  額 説      明

電算業務負担金 3,828

医療関係団体総会等参加負担金 36

研修会等参加負担金 422

1 建物減価償却費 159,880 有形固定資産減価償却費 574,410

2 構築物減価償却費 6,439 建物減価償却費 159,880

3 器械備品減価償却費 403,746 構築物減価償却費 6,439

4 車両減価償却費 205 器械備品減価償却費 403,746

5 リース資産減価償却費 4,140 車両減価償却費 205

リース資産減価償却費 4,140

1 棚卸資産減耗費 3,780 資産減耗費 18,489

2 固定資産除却費 14,709 薬効期限切れ薬品等貯蔵品除却費 3,780

医療機器更新等に係る固定資産除却費 14,709

1 研究材料費 11 院内研修費 1,898

2 謝金 1,650 院内研修講師謝礼金 1,650

3 図書費 7,242 院内研修講師費用弁償 248

4 旅費 10,571 研修会参加費 16,455

5 印刷製本費 220 研修参加旅費 10,323

6 賃借料 344 研修参加負担金 5,788

7 諸会費 5,788 施設等借上料 344

8 手数料 70 一般諸経費 12,101

9 研究雑費 4,558 研究用試薬等材料費 11

図書費 7,242

印刷製本費 220

文献複写手数料等 43

研究用検査手数料 27

医療関係データベースシステム利用料 4,531

その他雑費 27

1 企業債利息 4,761 企業債償還金利息 4,761

2 一時借入金利息 10 一時借入金利息 10

3 リース利息 537 リース利息支払額 537

1 寄附金 16,000

1 不用品売却原価 75 その他の医業外費用 263,075

2 その他雑支出 263,000 不用貯蔵品売却に係る出庫額 75

貯蔵品購入等に係る消費税 259,876 貯蔵品購入等に係る控除対象外消費税 259,876

過年度還付金 100 過年度収納額還付金 100

その他雑支出 3,024 その他雑支出 3,024

1 消費税 7,548

1 給料 3,845 人件費（保育士） 6,414

2 手当 7,282 給料 3,845

地域手当 116 地域手当 116

通勤手当 77 通勤手当 77

特殊勤務手当 60 特殊勤務手当 60

時間外勤務手当 184 時間外勤務手当 184

期末手当 3,733 期末手当 589

勤勉手当 3,112 勤勉手当 492

3 賞与引当金繰入額 511 市町村職員共済組合負担金 1,051

4 報酬 16,584 人件費（会計年度任用職員） 25,732

5 法定福利費 4,444 報酬 16,584

6 法定福利費引当金繰入額 96 期末手当 3,144

勤勉手当 2,620
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（支  出）

款 項 目 本年度 前年度 比  較

2 材料費 1,066 993 73

3 経費 2,002 2,003 △ 1

4 特別損失 15,150 7,950 7,200

1 固定資産売却損 10 10 0

2 過年度損益修正損 10 10 0

3 その他特別損失 15,130 7,930 7,200

5 予備費 5,000 5,000 0

1 予備費 5,000 5,000 0
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（単位 千円）

節 金  額 説      明

社会保険料 2,273

市町村職員共済組合負担金 1,111

賞与引当金繰入額 511

地方公務員災害補償基金負担金 9

法定福利費引当金繰入額 96

1 給食材料費 1,066 保育園児給食用材料費 1,066

保育園児給食用材料費 1,066

1 厚生福利費 558 一般諸経費 2,002

2 旅費交通費 664 職員保菌検査料等 558

3 消耗品費 445 一般旅費 40

4 消耗備品費 109 会計年度任用職員通勤手当 624

5 光熱水費 106 消耗品費 445

6 保険料 54 消耗備品費 109

7 雑費 66 ガス料金 66

灯油代 40

保育所総合保険料 54

修繕費等 66

1 固定資産売却損 10

1 過年度損益修正損 10

1 看護学生修学資金返還債務免除額 15,120 修学資金返還債務免除額 15,120

2 その他特別損失 10 看護学生修学資金返還債務免除額 15,120

その他特別損失 10

1 予備費 5,000
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（収  入）

款 項 目 本年度 前年度 比  較

1 資本的収入 384,302 450,896 △ 66,594

1 出資金 231,071 187,465 43,606

1 他会計出資金 231,071 187,465 43,606

2 企業債 153,200 263,400 △ 110,200

1 企業債 153,200 263,400 △ 110,200

3 11 11 0

1 固定資産売却代金 11 11 0

4 補助金 10 10 0

1 補助金 10 10 0

5 10 10 0

1 寄附金 10 10 0

（支  出）

款 項 目 本年度 前年度 比  較

1 資本的支出 640,029 706,258 △ 66,229

1 建設改良費 426,929 488,926 △ 61,997

1 建設改良費 59,554 72,820 △ 13,266

2 資産購入費 367,375 416,106 △ 48,731

2 企業債償還金 197,140 201,372 △ 4,232

1 企業債償還金 197,140 201,372 △ 4,232

3 投資 15,960 15,960 0

1 その他投資 15,960 15,960 0

固定資産売却
代金

その他資本的
収入

資 本 的 収 入 及 び 支 出
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（単位 千円）

節 金  額 説        明

1 一般会計出資金 231,071

企業債償還元金出資金 98,569 企業債償還元金出資金 98,569

建設改良出資金 132,502 建設改良出資金 132,502

1 企業債 153,200 医療機器整備事業

1 固定資産売却代金 11

1 補助金 10 国庫(県)補助金

1 寄附金 10

（単位 千円）

節 金  額 説        明

1 工事費 59,554 施設設備整備事業 59,554

工事費 59,554

1 医療器械器具購入費 274,209 医療機器整備事業 279,157

2 備品費 88,218 医療器械器具購入費 274,209

3 リース資産購入費 4,948 リース債務支払額 4,948

一般備品整備事業 88,218

備品購入費 88,218

1 長期債償還金 197,140 企業債償還金 197,140

償還元金 197,140

1 医学生修学資金 3,000 医学生修学資金貸与事業 3,000

修学資金貸与金 3,000

2 看護学生修学資金 12,960 看護学生修学資金貸与事業 12,960

修学資金貸与金 12,960
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（単位 千円）

特 定 財 源
期　間 金　額 期　間 金　額 企業債

年度 年度

1,064,802 令和5 217,800
令和6
 ～

令和9
847,002 847,002

2,800 2,800
臨床検査業
務委託料

2,800 令和5 令和6

55,148
職員白衣等
洗濯業務委
託料

79,330 24,182 55,148
令和4
 ～
令和5

令和6
 ～

令和7

46,886

寝具類洗濯
業務委託料

70,956 20,460 50,496 50,496

寝具類及び
白衣配送回
収等業務委
託料

68,772 21,886 46,886
令和4
 ～
令和5

令和6
 ～

令和7

令和4
 ～
令和5

令和6
 ～

令和7

総合医事業
務委託料

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　項 限度額
前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当該年度以降の支払
義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

病院事業収益

22,800 22,800
施設長寿命
化計画設計
業務委託料

22,800 令和5 令和6
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　資産の評価基準及び評価方法

　　　貯蔵品　　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1)　有形固定資産（リース資産を除く）

　　　・減価償却の方法　　定額法

　　　・主な耐用年数

　　　　建物　　　　　15～50年

　　　　構築物　　　　15～50年

　　　　器械備品　　　３～15年

　　　　車両　　　　　６年

　　(2)　リース資産

　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

　３　引当金の計上方法

　　(1)　貸倒引当金

　　(2)　退職給付引当金

　　(3)　賞与引当金及び法定福利費引当金

　４　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　　(1)　消費税等の会計処理

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

　　重要な非資金取引

　　該当事項なし

Ⅲ　予定貸借対照表等に関する注記

　１　企業債の償還に係る一般会計の将来負担

　２　引当金の取崩額に関する事項

　　(1)　貸倒引当金

　　(2)　退職給付引当金

　　(3)　賞与引当金及び法定福利費引当金

　退職手当として124,967,198円を支給するため、退職給付引当金124,967,198円を取り
崩す。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

令和６年度　富士宮市病院事業会計予算注記事項

　債権（未収金）の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額
を計上している。

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の期末要支給額に相当する金額を計上し
ている。

　なお、会計基準変更時の差異2,207,865,509円については、平成26年度から15年にわた
り、均等額を費用処理している。

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当
年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額(12月から３月ま
での４か月分）を計上している。

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち、「病院
事業に対する繰出基準」に基づき、一般会計が負担すると見込まれる額は763,243,007円で
ある。

　期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いのため、賞与引当金
251,950,000円、法定福利費引当金49,594,000円を取り崩す。

　債権（未収金）の不納欠損が見込まれるため、貸倒引当金1,300,000円を取り崩す。
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Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　　富士宮市病院事業は、単一セグメントのため、セグメント情報の記載は省略している。

Ⅴ　減損損失に関する注記

　１　減損の兆候

当年度において、以下の資産グループについて減損の兆候がある。

用　　途 種　　類 場　　所

富士宮市立病院 建物及び土地 富士宮市錦町３番１号

Ⅵ　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　１　リース取引の処理方法

Ⅶ　重要な後発事象に関する注記

　　該当事項なし

Ⅷ　その他の注記
　　該当事項なし

　富士宮市病院事業会計では、単一の事業を営んでおり、関連する固定資産は富士宮市立
病院関連施設のみであることから、当院を独立したキャッシュ・フローを生成する最小単
位としてグループ化している。
　上記資産グループでは、業務活動から生じる損益が継続してマイナスとなる状況である
ため、減損の兆候が生じている。なお、当院については、割引前将来キャッシュ・フロー
が帳簿価額を上回るため、減損損失を認識していない。

　所有権移転ファイナンス・リース取引及びリース料総額が300万円超の所有権移転外ファ
イナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行って
いる。

　リース料総額が300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。
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